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１．裁量制導入に際しては手続の可視化・透明性の確保を前提とすること

裁量制を導入することによって、経営資源に乏しい中小企業が公正取引委員会との協力の下に事件が処理されるために

は、防御権の強化を図る環境整備が前提となる。社長不在中の対応難、非陳述、うろ覚え陳述等が調査への非協力と判断さ

れ、課徴金が加算されるのではないかとの中小企業の声がある。当局の裁量権の拡大に応じて、「非協力」の定義が曖昧な

まま運用されることへの懸念が聞かれるところ、供述聴取時のメモの録取、録音・録画、弁護士の立会いなど可視化・透明

性の確保などの防御権の強化は、裁量制に向けた検討に当たっての前提条件。

２．課徴金の規模を堅持すること

裁量型課徴金制度導入と課徴金額の拡大は別の議論であることから、①課徴金の上限額の引上げには断固反対するととも

に、②基本算定率の引上げ、③対象となる違反行為の期間の拡大、④中小企業の算定率の引上げなどはいずれも中小企業の

経営に大きな悪影響を与える。中小企業が協力でき、実効ある調査対応が可能となる必要な範囲・算定期間として現行の中

小企業に適用される上限額・算定率・期間を堅持すべきである。業種や中小企業等の認定自体に現行制度上の問題が生じて

いるのであれば、認定過程の中で実態を総合的に判断して個別具体的な処置を講じることで対応を図るべき。

３．優越的地位の濫用を適用対象とすること

中小企業の体力が消耗を続けている主な原因として、人件費や仕入れ価格などコスト上昇に見合った価格転嫁ができない

ことが挙げられる。優越的地位の濫用行為は、独占禁止法で厳正に対処すべき行為である。このため、中小企業の自立性を

脅かすような、不適切な取引や優越的地位の濫用を根絶することが先決課題である。実質的に対等な取引ができない立場の

弱い中小企業にとって、裁量制を導入するのであれば、適用対象行為を入札談合やカルテルに限ることなく、優越的地位の

濫用を適用対象にすべきである。

４．減免要素を明確化・裾切り額を拡大すること

課徴金納付命令を不服として審判を請求した中小企業が、課徴金を支払う資金繰り難のために、廃業に至った事例があ

る。中小企業は支払い能力に乏しいことから、中小企業の経営実態を十分反映する形で課徴金額の算定がなされることが望

ましい。その前提として、課徴金が減額される要件を具体的に明示し、また裾切り金額の拡大を図るべき。

５．その他

企業活動のグローバル化に伴う外国企業の域外適用や、改正景品表示法の民・民同士の自主的な解決行為のような課徴金

額が下がる規定の積極的導入の検討を行うべき。

６．意見～中小企業にとって「納得感」のある導入必要性の明示と次の５点の考慮～
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